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(57)【要約】
　内部開口部を有する構造を検査する非破壊検査装置お
よび方法であり、非破壊検査装置は、複数の外部プロー
ブユニット壁を有する検査装置外部プローブユニットを
備え、各外部プローブユニット壁は、対応する構造壁の
複数の外側表面の１つに対応する表面を有し、外部プロ
ーブユニットは、第１外部プローブ部材と、そして第２
外部プローブ部材とを含み、第１外部プローブ部材およ
び第２外部プローブ部材は、第１外部プローブユニット
部材の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との
間の磁気吸着力により、互いに対して磁気結合し；検査
装置はさらに、第２外部プローブユニット部材を、磁気
天秤の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との
間の磁気反発力により第１外部プローブユニット部材と
の第２外部プローブユニット部材の磁気結合が強くなる
方向に押しやるように配置される磁気天秤を備える。さ
らに開示されるのは、外部ユニットおよびトランスヂュ
ーサに磁気吸着されて、構造を非破壊探傷する内部プロ
ーブユニットである。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外側および内側の表面を有する複数の壁により画定される内部開口部を有する構造を検
査するための非破壊検査装置であって、
　複数の外部プローブユニット壁を有する検査装置外部プローブユニットを備えており、
各外部プローブユニット壁が、各構造壁の複数の外側表面の１つに対応する表面を有し、
外部プローブユニットが第１外部プローブ部材と第２外部プローブ部材とを含み、これら
第１外部プローブ部材および第２外部プローブ部材が互いに対して磁気結合することによ
って、第１外部プローブユニット部材の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との
間の磁気吸着力により、第１外部プローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブ
ユニット壁と第２外部プローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブユニット壁
とが、構造の対応する外側表面に接近する、検査装置外部プローブユニットと、
　磁気天秤の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との間の磁気反発力により、第
２外部プローブユニット部材と第１外部プローブユニット部材との磁気結合が強くなる方
向に、第２外部プローブユニット部材を押しやるように配置された磁気天秤と
を備える非破壊検査装置。
【請求項２】
　非破壊検査装置が、複数の内部プローブユニット壁を有する検査装置内部プローブユニ
ットをさらに備え、各内部プローブユニット壁が、構造の内側表面のうちの１つの内側表
面に対応する表面を有しており、
　内部プローブユニットの磁石および外部プローブユニットの磁石の磁気吸着力により、
構造を介して外部プローブユニットと内部プローブユニットを磁気結合させて、構造の内
側部分を通るように外部プローブユニットと一緒に内部プローブユニットを移動させる、
請求項１に記載の非破壊検査装置。
【請求項３】
　内部プローブユニットが第１内部プローブユニット部材と第２内部プローブユニット部
材とを含み、これら第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材
のうちの少なくとも一方が、第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニ
ット部材のうちの一方の磁石と、第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブ
ユニット部材のうちの一方の磁石との間の磁気吸着力により、第１外部プローブユニット
部材および第２外部プローブユニット部材のうちの少なくとも一方に磁気結合されて、第
１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材のうちの一方、および
第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット部材のうちの一方の各々
を構造の一つの壁の近くに保持する、請求項２に記載の非破壊検査装置。
【請求項４】
　第１内部プローブユニット部材の磁石と第２内部プローブユニット部材の磁石との間の
磁気反発力により、第１内部プローブユニット部材と第２内部プローブユニット部材とを
引き離す、請求項３に記載の非破壊検査装置。
【請求項５】
　磁気天秤ガイドロッドが、第１外部プローブユニット部材から第２外部プローブユニッ
ト部材を通って磁気天秤まで延びて、第１外部プローブユニット部材と磁気天秤との間で
の第２外部プローブユニット部材の移動を誘導する、請求項１に記載の非破壊検査装置。
【請求項６】
　第１外部プローブユニット部材、および第２外部プローブユニット部材のうちの少なく
とも一方に、非破壊検査探傷器用トランスデューサが搭載されている、請求項１に記載の
非破壊検査装置。
【請求項７】
　第１外部プローブユニット部材、第２外部プローブユニット部材、および内部プローブ
ユニットのうちの少なくとも１つに、非破壊検査探傷器が搭載されている、請求項２に記
載の非破壊検査装置。
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【請求項８】
　第１外部プローブユニット部材、第２外部プローブユニット部材、第１内部プローブユ
ニット部材、および第２内部プローブユニット部材のうちの少なくとも１つに、非破壊検
査探傷器用トランスデューサが搭載されている、請求項３に記載の非破壊検査装置。
【請求項９】
　外側および内側の表面を有する複数の壁により画定される内部開口部を有する構造の検
査方法であって、
　複数の外部プローブユニット壁を有する検査装置外部プローブユニットであって、各外
部プローブユニット壁が、各構造壁の複数の外側表面の１つに対応する表面を有し、外部
プローブユニットが第１外部プローブ部材と第２外部プローブ部材とを含み、これら第１
外部プローブ部材および第２外部プローブ部材が互いに磁気結合することによって、第１
外部プローブユニット部材の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との間の磁気吸
着力により、第１外部プローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブユニット壁
、および第２外部プローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブユニット壁を、
構造の各外側表面に接近させる検査装置外部プローブユニットと；磁気天秤であって、磁
気天秤の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との間の磁気反発力により、第１外
部プローブユニット部材と第２外部プローブユニット部材との磁気結合が強くなる方向に
、第２外部プローブユニット部材を押しやるように配置された磁気天秤とを提供するステ
ップと、
　複数の内部プローブユニット壁を有する検査装置内部プローブユニットを提供するステ
ップであって、各内部プローブユニット壁が、構造の内側表面のうちの１つに対応する表
面を有するステップと、
　内部プローブユニットの磁石および外部プローブユニットの磁石の磁気吸着力により、
構造を介して外部プローブユニットと内部プローブユニットとを磁気結合させて、構造の
内側部分を通るように外部プローブユニットと一緒に内部プローブユニットを移動させる
ステップと、
　プローブが構造に沿って移動するときに、検査信号を構造に送信して、検査信号を構造
から受信するステップと
を含む方法。
【請求項１０】
　内部プローブユニットが第１内部プローブユニット部材と第２内部プローブユニット部
材とを含み、これら第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材
のうちの少なくとも一方が、第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニ
ット部材のうちの一方の磁石と、第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブ
ユニット部材のうちの一方の磁石との間の磁気吸着力により、第１外部プローブユニット
部材および第２外部プローブユニット部材のうちの少なくとも一方に磁気結合されて、第
１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材のうちの一方、および
第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット部材のうちの一方の各々
を、構造の一つの壁の近くに保持する、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　第１内部プローブユニット部材の磁石と第２内部プローブユニット部材の磁石との間の
磁気反発力により、第１内部プローブユニット部材と第２内部プローブユニット部材とを
引き離す、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　磁気天秤ガイドロッドが、第１外部プローブユニット部材から第２外部プローブユニッ
ト部材を通って磁気天秤まで延びて、第１外部プローブユニット部材と磁気天秤との間で
の第２外部プローブユニット部材の移動を誘導する、請求項９に記載の方法。
【請求項１３】
　第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット部材のうちの少なくと
も一方に非破壊検査探傷用トランスデューサを搭載する、請求項９に記載の方法。
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【請求項１４】
　第１外部プローブユニット部材、第２外部プローブユニット部材、および内部プローブ
ユニットのうちの少なくとも１つに、非破壊検査探傷器を搭載する、請求項１０に記載の
方法。
【請求項１５】
　第１外部プローブユニット部材、第２外部プローブユニット部材、第１内部プローブユ
ニット部材、および第２内部プローブユニット部材のうちの少なくとも１つに、非破壊検
査探傷用トランスデューサを搭載する、請求項１２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は概して、構造を検査する装置および方法に関するものであり、特にストリンガ
のような構造のうちの接近が困難な形状部を非破壊探傷する装置および構造に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　構造の非破壊検査（ＮＤＩ）では、構造を、構造を傷付けることなく、または構造の大
規模な解体を必要とすることなく全て検査する。非破壊検査では通常、検査対象部品の取
り外しに関連するスケジュール、労力、およびコストを回避するだけでなく、構造を損傷
する可能性を回避することが好ましい。非破壊検査は、構造の外部および／または内部を
全て検査する必要がある多くの応用分野において有利である。例えば、非破壊検査は、航
空機産業において広く使用されて、航空機構造を、構造に対する全ての種類の内部または
外部ダメージに関して、または構造の欠陥に関して検査する。ＮＤＩはまた、航空機の構
造部品の初期製造に使用される。ＮＤＩを使用して、プロセス上の問題が、部品を組み立
てる場合に、または可能性のある異種材料が部品の内部に取り込まれている場合に、生じ
ていなかったことを確認する。検査は、構造の製造中に、そして／または一旦、構造が使
用に供されると行うことができる。例えば、検査では、構造の完全性および適合性を立証
することにより、構造が製造に継続して使用され、そして将来に亘って継続して使用に供
されるようにする必要がある。しかしながら、内部表面にまで接近することは、多くの場
合、難しく、または不可能であり、部品を航空機から検査のために取り外すように、解体
せざるを得なくなる。
【０００３】
　日常的に非破壊探傷される構造の中でもとりわけ、複合材サンドイッチ構造体のような
複合材構造、および炭素繊維強化材料およびグラファイトエポキシ（Ｇｒ／Ｅｐ）材料に
より形成されるハット型ストリンガまたはハット型スティフナー、および同時硬化または
同時接合ハット型ストリンガのような他の接着剤接合パネルおよびアセンブリを挙げるこ
とができる。この点に関して、複合材構造は、エンジニアリング品質が高く、設計フレキ
シビリティがあり、そして剛性対重量比のように重量が軽いために、航空機産業全体に亘
って広く使用されている。このようなことから、複合材構造を検査して亀裂、ボイド、ま
たは空隙のような全ての欠陥を特定することが望ましい場合が非常に多く、これらの欠陥
は、複合材構造の性能に悪影響を及ぼす。
【０００４】
　種々の種類のセンサを使用して非破壊検査を実施することができる。１つ以上のセンサ
を検査対象の構造の一部の上を移動させることができ、そしてこれらのセンサは、構造に
関するデータを受信することができる。例えば、パルスエコー（ｐｕｌｓｅ－ｅｃｈｏ：
ＰＥ）センサ、透過（ｔｈｒｏｕｇｈ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ：ＴＴ）型センサ、ま
たはせん断波センサを使用して、例えば構造内の厚さ計測、層状欠陥および空隙の検出、
異種材料検出、および／または亀裂検出に関する超音波データを取得することができる。
共振パルスエコーセンサまたは機械インピーダンスセンサを使用して、構造の接着剤接合
ラインに見られるようなボイドまたは空隙の存在を通知することができる。航空機構造の



(5) JP 2013-514532 A 2013.4.25

10

20

30

40

50

高分解能検査は、検査対象の部品または構造の平面画像を供給するために半自動超音波探
傷装置（ＵＴ）を使用して広く実施されている。例えば、固体ラミネートは、片側パルス
エコー超音波（ｐｕｌｓｅ　ｅｃｈｏ　ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ：ＰＥＵ）探傷を使用して
検査することができ、そして複合材サンドイッチ構造体は、両側透過型超音波（ｔｈｒｏ
ｕｇｈ－ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ：ＴＴＵ）探傷を使用して検
査することができる。パルスエコー超音波（ＰＥＵ）探傷では、超音波トランスデューサ
のような超音波センサは、検査対象の構造の１つの表面に隣接して、または表面の近傍に
配置される。例えば、ＰＥＵトランスデューサは超音波信号を検査対象の構造に送信し、
そして構造からの超音波信号の反射を受信する。透過型超音波検査では、トランスデュー
サのような一対の超音波センサ、またはトランスデューサ／受信機ペアは、他方に対向し
、かつ構造の両側に接触するように配置される。超音波信号は、トランスデューサのうち
の少なくとも一方のトランスデューサから送信され、構造を通って伝搬し、そして他方の
トランスデューサによって受信される。ＰＥＵトランスデューサおよびＴＴＵトランスデ
ューサのようなセンサによって取得されるデータは通常、処理素子によって処理され、そ
して処理データは、ユーザにディスプレイを介して提示される。データ取得ボードおよび
データ処理ソフトウェアを使用して、検査データを収集し、そして表示して、例えばデー
タをコンピュータモニタに、ハット型ストリンガのような検査対象の構造の画像表示とし
て、検査の対応色および／またはグラフィカルデータを付して表示することにより、有資
格検査者による分析を可能にする。
【０００５】
　非破壊検査は、技術者が手動で行うことができ、これらの技術者が通常、適切なセンサ
を構造の上を移動させる。手動走査では、熟練技術者が、センサを、検査を必要とする構
造の全ての部分の上を移動させる必要がある。手動走査では通常、技術者が、センサを左
右に、１つの方向に繰り返し移動させると同時に、センサを、別の方向にインデックス移
動させる。さらに、センサは通常、位置情報を取得データに関連付けることがないので、
構造を手動で走査している同じ技術者がさらに、構造を走査しながらセンサディスプレイ
を見つめて、在るとした場合の欠陥が構造内に位置している箇所を確認する必要がある。
したがって、検査の品質は、センサの運動に関してのみならず、表示データを解釈する際
の技術者の注意力に関する技術者の技能に依存するところが大きい。このように、構造に
対する手動走査は、長時間を要し、多大な労力を要し、そしてヒューマンエラーを伴い易
い。
【０００６】
　半自動検査システムも開発されている。例えば、モバイル型自動スキャナ（Ｍｏｂｉｌ
ｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｓｃａｎｎｅｒ：ＭＡＵＳ（登録商標））システムは可動式走
査型システムであり、この可動式走査型システムは普通、固定フレームと、そして通常、
超音波検査に適合させている１つ以上の自動走査ヘッドと、を用いる。ＭＡＵＳシステム
は、パルスエコーセンサ、せん断波センサ、および透過型センサを用いて利用することが
できる。固定フレームは、検査対象の構造の表面に、真空吸着カップ、磁石、または同様
の取り付け方法によって取り付けることができる。より小型のＭＡＵＳ［ＭｉｎｉＭＡＵ
Ｓ］システムは、技術者が構造の表面の上を手動で移動させる携帯型ユニットとすること
ができる。
【０００７】
　自動検査システムも開発されている。例えば、Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｕｌｔｒａｓｏｎ
ｉｃ　Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ（自動超音波走査システム：ＡＵＳＳ（登録商標
））システムは、複雑な機械走査システムであり、この機械走査システムは、透過型超音
波検査を用いることができる。ＡＵＳＳシステムは、パルスエコー検査、および２周波数
同時検査を実施することもできる。ＡＵＳＳシステムは、ロボット制御プローブアームを
有し、これらのロボット制御プローブアームは、検査を受けている構造の対向表面の近く
でＴＴＵ検査を行うように配置することができ、この場合、一方のプローブアームで超音
波送信機を、構造の一方の表面に沿って移動させ、そしてプローブアームに対応するよう
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にして、他方のプローブアームで、超音波受信機を、構造の反対側の表面に沿って移動さ
せる。超音波送信機および超音波受信機を、互いに対して、かつ検査を受けている構造に
対して正しい位置に、かつ間隔で保持するために、従来の自動検査システムは、複雑な位
置決めシステムを有することができ、この位置決めシステムは、ＡＵＳＳ－Ｘシステムが
１０軸のモーションコントロールを実行するように、多軸のモーションコントロールを可
能にする。しかしながら、自動検査システムおよび同様のロボットは、途方もなく高価に
なってしまう。さらに、センサの向き、および間隔を構造に対して、そして互いに対して
調整してＴＴＵ検査を行うことは、屈曲構造およびハット型ストリンガの検査のように、
構造が非平坦形状を有することに起因して非常に難しい。また、ＡＵＳＳ－Ｘシステムの
ような従来の自動走査システムは、構造の両側に接近する必要があり、この状況は、少な
くとも幾つかの環境においては、不可能ではないとしても、特に非常に大型の構造、また
は小型の構造の場合に問題になってくる。さらに、走査システムは、最大数平方メートル
の限定領域しか検査できない。検査を必要とする構造への、そして特定の形状部への接近
可能性もまた、考慮に入れなければならない重要事項である。接近がこのように困難にな
ることにより、手動検査または自動検査が可能ではなくなる。例えば、航空機の胴体のハ
ット型ストリンガの内部を検査するために、内部への接近が困難になり、特に端部から遠
く離れた場所からの接近が困難になる。
【０００８】
　前述の背景技術の節における説明は、特許文献１（米国特許第７，２４９，５１２号）
および特許文献２（米国特許第７，２６３，８８９号）に依拠している。特許文献３（米
国特許第７，２３１，８２６号）および特許文献４（米国特許第６，７２２，２０２号）
も参照されたく、これらの特許文献には、例えば支持部材として形成されて、航空機翼お
よび胴体のような構造物に用いられるハット型ストリンガによって取り囲まれる或る長さ
の内部スペースを有するように形成される構造を非破壊検査する種々の装置および方法が
記載されている。このような非破壊検査（ＮＤＩ）プローブは、１つの構造の表面のうち
の１つ以上の表面、すなわち上部壁面および底部壁面、または側部壁面の近傍に配置され
る超音波トランスデューサのような検出素子であった。このようなプローブのトランスデ
ューサ（）は多くの場合、構造壁面の反対側のトランスデューサと相互作用する必要があ
るので、ハット型ストリンガのような構造の外部の外部プローブアセンブリと磁気結合す
るプローブを保持する内部トランスデューサは、外部プローブと一緒に移動する。磁気結
合は、これらのプローブの一方、または両方に位置する蝶番連結コーナー具、または自在
コーナー具とともに、これらのプローブの一方、または両方の位置、形状、構成、および
／または位置整合状態を、ハット型ストリンガの種々の形状、サイズ、および構成に関連
するハット型ストリンガの変化に応じて再適正化するために利用されるものとして知られ
ている。
【０００９】
　磁気結合は、内部ホルダープローブ部材および外部トランスデューサ固定プローブアセ
ンブリユニットに設けられる対向する磁石の間の距離に対する感度が非常に高い。したが
って、従来のシステムは、内部プローブアセンブリおよび外部プローブアセンブリの形状
、および／または内部プローブの幅の調整を可能にすることにより、プローブ側壁を、構
造の内部および外部それぞれの壁のそれぞれの表面に接触するほど近くに保持しようとす
る。しかしながら、磁気結合が解除される可能性があり、例えば検査を、磁気的に再結合
した内部プローブおよび外部アセンブリと再度、磁気的に再結合させた状態で、再度実施
する必要がある。この現象に対する主要な寄与要素は、構造の表面粗さ、および／または
表面不規則性である。内部プローブおよび外部トランスデューサ固定アセンブリに設けら
れる結合磁石の間の磁気結合力は、これらの磁石を隔てる距離の比較的小さな増加に対し
て著しく低下する。
【発明の概要】
【００１０】
　外側および内側の表面を有する複数の壁により画定される内部開口部を有する構造を検
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査する非破壊検査装置および方法が開示され、非破壊検査装置は、複数の外部プローブユ
ニット壁を有する検査装置外部プローブユニットを備えることができ、各外部プローブユ
ニット壁は、各構造壁の複数の外側表面の１つに対応する表面を有し、外部プローブユニ
ットは、第１外部プローブ部材と、そして第２外部プローブ部材とを含み、第１外部プロ
ーブ部材および第２外部プローブ部材は、互いに対して磁気結合することにより、第１外
部プローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブユニット壁、および第２外部プ
ローブユニット部材の少なくとも１つの外部プローブユニット壁を、構造の各外側表面の
近くに、第１外部プローブユニット部材の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石と
の間の磁気吸着力により押しやり、検査装置はさらに、第２外部プローブユニット部材を
、磁気天秤の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との間の磁気反発力により第１
外部プローブユニット部材との第２外部プローブユニット部材の磁気結合が強くなる方向
に押しやるように配置される磁気天秤を備えることができる。装置はさらに、複数の内部
プローブユニット壁を有する検査装置内部プローブユニットを備えることができ、各内部
プローブユニット壁は、構造の内側表面のうちの１つに対応する表面を有し；そして内部
プローブユニットは、構造を介して外部プローブユニットに、内部プローブユニットの磁
石および外部プローブユニットの磁石の磁気吸着力により磁気結合して、構造の内側部分
を通るように、外部プローブユニットと一緒に移動する。内部プローブユニットは、第１
内部プローブユニット部材と、そして第２内部プローブユニット部材とを含むことができ
、第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材のうちの少なくと
も一方は、第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット部材のうちの
少なくとも一方と、第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材
のうちの一方の磁石と、第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット
部材のうちの一方の磁石との間の磁気吸着力により磁気結合して、第１内部プローブユニ
ット部材および第２内部プローブユニット部材のうちの一方、および第１外部プローブユ
ニット部材および第２外部プローブユニット部材のうちの一方の各々を、構造の一つの壁
の近くに保持する。第１内部プローブユニット部材および第２内部プローブユニット部材
は、第１内部プローブユニット部材の磁石と第２内部プローブユニット部材の磁石との間
の磁気反発力により引き離すことができる。
【００１１】
　装置は、磁気天秤ガイドロッドを備えることができ、磁気天秤ガイドロッドは、第１外
部プローブユニット部材から第２外部プローブユニット部材を通って磁気天秤まで延びて
、第２外部プローブユニット部材の移動を第１外部プローブユニット部材と磁気天秤との
間で誘導する。装置は、第１外部プローブユニット部材および第２外部プローブユニット
部材のうちの少なくとも一方を備えることができ、少なくとも一方の外部プローブユニッ
ト部材に、非破壊検査探傷用トランスデューサを搭載する。
【００１２】
　本開示はさらに、外側および内側の表面を有する複数の壁により画定される内部開口部
を有する構造を検査する方法を提供し、方法は：複数の外部プローブユニット壁を有する
検査装置外部プローブユニットを提供し、各外部プローブユニット壁は、各構造壁の複数
の外側表面の１つに対応する表面を有し、外部プローブユニットは、第１外部プローブ部
材と、そして第２外部プローブ部材と、を含み、第１外部プローブ部材および第２外部プ
ローブ部材は、互いに対して磁気結合することにより、第１外部プローブユニット部材の
少なくとも１つの外部プローブユニット壁、および第２外部プローブユニット部材の少な
くとも１つの外部プローブユニット壁を構造の各外側表面の近くに、第１外部プローブユ
ニット部材の磁石と第２外部プローブユニット部材の磁石との間の磁気吸着力により押し
やり、そして第２外部プローブユニット部材を、磁気天秤の磁石と第２外部プローブユニ
ット部材の磁石との間の磁気反発力により第１外部プローブユニット部材との第２外部プ
ローブユニット部材の磁気結合が強くなる方向に押しやるように配置される磁気天秤を提
供するステップと；複数の内部プローブユニット壁を有する検査装置内部プローブユニッ
トを提供するステップであって、各内部プローブユニット壁が、構造の内側表面のうちの
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１つに対応する表面を有する、提供するステップと；内部プローブユニットを、構造を介
して外部プローブユニットに、内部プローブユニットの磁石および外部プローブユニット
の磁石の磁気吸着力により磁気結合させて、構造の内側部分を通るように外部プローブユ
ニットと一緒に移動させるステップと；そしてプローブが構造に沿って移動するときに、
検査信号を構造に送信し、そして検査信号を構造から受信するステップと、を含む。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、本開示の１つの実施形態の種々の態様による非破壊検査装置の外部プロ
ーブアセンブリ部分の分解斜視図を示している。
【図２】図２は、本開示の１つの実施形態の種々の態様による非破壊検査装置の内部プロ
ーブアセンブリ部分の分解斜視図を示している。
【図３】図３は、図１の外部プローブアセンブリの上面図を示している。
【図４】図４は、検査対象の構造の外側部分に部分的に嵌合する外部プローブアセンブリ
を示している。
【図５】図５は、検査対象の構造の内部に部分的に挿入される内部プローブアセンブリを
示している。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本開示は、ＮＤＩ装置が、ハット型ストリンガ構造支持部材のような検査対象の構造に
沿って移動するときの、内部プローブアセンブリおよび外部プローブアセンブリの吸着磁
力結合を反発磁力でバランスをとった、または緩和した状態を実現することができる。
【００１５】
　図１を参照するに、一例として、非破壊検査（「ＮＤＩ」）システムの外部プローブア
センブリ部分１０が図示されており、この外部プローブアセンブリ部分１０を検査システ
ムの内部プローブアセンブリ１４（図２に示す）と一緒に利用することにより、ハット型
ストリンガ構造支持部材（以下、簡便に「ハット型ストリンガ（ｈａｔ　ｓｔｒｉｎｇｅ
ｒｓ）」と総称する）のような、或る長さの閉鎖空間を画定する壁を有する構造の非破壊
検査を実施することができる。
【００１６】
　外部プローブアセンブリ１０は、第１側方部材２０を有することができ、この場合、外
部プローブ固定部分２２が、プローブ固定基台２３およびプローブ固定側壁２４を有して
いる。側壁２４は、内部接触面２６を有することができ、この内部接触面２６に、車輪軸
受（図示せず）を取り付けて、ハット型ストリンガの外部側壁面に沿ったプローブ固定具
の移動を容易にすることができる。
【００１７】
　固定具部分２０は、磁石ハウジングブラケットアーム３０と磁石ハウジングブラケット
アーム３２との間に取り付けられる磁石ハウジング２８を有することができる。磁石ハウ
ジングは、ギャップ調整延出部３４を有することができ、このギャップ調整延出部３４を
貫通するように、ネジ切りギャップ調整ネジ穴３６を形成することができ、このネジ穴３
６に、ギャップ調整ネジ３８が螺合する。磁石ハウジング２８は、所定の位置に磁石ハウ
ジングカバー５０によって保持される磁石４０を収容することができる。
【００１８】
　ＮＤＩシステムアセンブリシャフト４２は、側壁２４のシャフト取り付けタワー４４部
分のシャフト貫通穴４６を挿通して延びることができる。プローブ固定具部分２０のシャ
フト４２上の位置は、一対のシャフト固定ネジ４８により固定することができる。
【００１９】
　外部／外側プローブアセンブリ１０はさらに、エンコーダ部材５２を含むことができ、
このエンコーダ部材５２は、エンコーダ部材基台５４と、そして内部接触面５８を有する
エンコーダ部材側壁５６と、を有することができ、この内部接触面５８に、車輪軸受１１
０を取り付けることができ、これらの車輪軸受１１０のうちの幾つかの車輪軸受１１０を



(9) JP 2013-514532 A 2013.4.25

10

20

30

40

50

図１に観察することができる。
【００２０】
　エンコーダ部材側壁５６は、磁石ハウジングブラケット６０を有することができ、この
磁石ハウジングブラケット６０は磁石ハウジング６２を含むことができる。磁石ハウジン
グブラケット６０はさらに、ギャップ調整延出部６４を有することができ、このギャップ
調整延出部３４内に、ギャップ調整ネジ当接面凹凸部６６を形成することができる。磁石
８０は、所定の位置に磁石ハウジングカバー８０によって保持される磁石ハウジング６２
に収容することができる。磁石ハウジングブラケット６０はさらに、線形軸受９０を収容
することができ、この線形軸受９０は、磁石ハウジングブラケット６０の所定の位置に、
一対の軸受固定ネジ９２によって保持することができる。エンコーダ部材５２は、テーパ
状開口１１２の側壁内部接触面１０８を有することができる。エンコーダ部材はさらに、
この技術分野で公知の磁気結合磁石（図示せず）を、指示線１３０で指示される所定位置
の磁石ハウジングに有する、すなわち、下方に下がった位置の外部プローブアセンブリの
第２部材であるエンコーダ部材５２の側壁５８の上に、内部プローブ１２と磁気結合する
磁気結合磁石を有することができる。
【００２１】
　上に説明した構造は基本的に、プローブ固定具２０およびエンコーダ部材５２それぞれ
の反対側の端部に同様にプローブ固定具およびエンコーダ部材が配設されていることを理
解されたい。
【００２２】
　エンコーダ部材５２には、エンコーダホイール１４２を含むエンコーダアセンブリ１４
０が搭載され、このエンコーダホイール１４２は、検査対象の構造の外部側壁に係合し、
そして位置を、構造の長さに沿って測定する。プローブ固定具２０には、１つ以上のプロ
ーブトランスデューサが搭載され、これらのプローブトランスデューサは、例えばトラン
スデューサ１４６用のトランスデューサハウジング１４４に、そしてトランスデューサ１
５０用のトランスデューサハウジング１４８に収容される。
【００２３】
　外部プローブアセンブリ１０はさらに、磁力天秤装置を含み、この磁力天秤装置は、内
部プローブ搬送シャトル１２との外部プローブアセンブリ１０の磁気結合のバランスをと
る／磁気結合を緩和する。クッション機構は、一対の磁石ハウジング１６２を有するシャ
フトバー１６０を含むことができ、これらの磁石ハウジング１６２は、磁石ハウジングカ
バー１６４により所定の位置に保持される磁石１７０を収容するシャフトバー１６０のそ
れぞれの端部に位置する。シャフトバー１６０は、一対のシャフト開口１８０を有し、そ
してシャフト４２上の所定の位置に、それぞれの固定ネジ１８２により保持される。
【００２４】
　次に、図２を参照するに、一例として、本開示の１つの実施形態の種々の態様による非
破壊検査装置の内部プローブアセンブリ部分１２の分解斜視図が図示されている。この内
部プローブユニットアセンブリ１２は、プローブユニットアセンブリの右側第１部材２０
２と、そしてプローブユニットアセンブリの左側第２部材２０４と、を有することができ
る。右側部材２０２および左側部材２０４は、互いに対して所定の位置に調整することが
できるので、複数の分離調整スライド２０６のうち一つの分離調整スライド２０６を、対
応する分離調整スライド収容部２０８の内部に摺動可能に係合させることにより、構造の
側壁の間隔が変化する検査対象の構造に合うように調整することができる。
【００２５】
　このようにして、右側部材２０２および左側部材２０４のそれぞれの接触側壁２１０は
、各構造側壁と密接に接触する状態を保持することができ、車輪軸受２１２を有すること
により、構造壁に沿って容易に移動することができる。右側部材２０２および左側部材２
０４は、それぞれの磁石ハウジング２２０に収容され、かつ磁石ハウジングカバー２２２
により所定の位置に保持される磁石２２４の反発性磁力によって互いから引き離すことが
できる。
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【００２６】
　内部プローブシャトル１２には、各側に、トランスデューサ２３８、２４０に対応する
トランスデューサハウジング２３４、トランスデューサハウジング２３６を含むそれぞれ
のトランスデューサ室２３０，２３２内に保持されるトランスデューサ２３６を搭載する
ことができる。
【００２７】
　図５は、図１に示す外部プローブアセンブリ１０の上面図である。
【００２８】
　動作状態では、内部プローブ１２を、図５に示すハット型ストリンガのような構造２５
０の開口に挿入する。次に、図３の上面図に示す外部プローブアセンブリを、図４に示す
ように、構造２５０の外側に配置する。内部プローブシャトル１２の磁石２２４と磁石ハ
ウジング１３０に収容される磁石との間の磁気結合は、エンコーダ部材側壁５６の内部で
生じるものとして図示されている。磁石ハウジング１３０のみがエンコーダ部材側壁５６
に位置し、これが外部アセンブリ１０の可能な実施形態であるのに対し、磁気結合磁石２
２４が、内部プローブ１２の両側に位置するものとして図示されていて、これも可能な実
施形態であり、この場合、外部アセンブリ１０は、内部プローブシャトル１２と、図１に
示すように一方の側で、または両方の側で磁気結合する磁気結合磁石を収容するように構
成することもできることを理解されたい。ギャップ調整ネジを調整して、外部プローブア
センブリ１０のプローブ固定具２０とエンコーダアセンブリ５２との間の最小間隔を設定
することができる。
【００２９】
　動作状態では、外部プローブアセンブリが、この技術分野で公知の如く、内部／外部プ
ローブ磁気結合磁石の吸着力により構造２５０に沿って移動すると、内部プローブ１２が
外部プローブアセンブリ１０と一緒に引きずられる。内部プローブ１２の右側部材２０２
および左側部材２０４は、互いに対して移動することにより、右側部材２０２および左側
部材２０４の車輪軸受２１２が構造２５０の各内部側壁に接触する状態を、磁気吸着力が
内部プローブ１２の右側部材２０２および左側部材２０４の磁石２２４と外部アセンブリ
の磁石ハウジング１３０（この場合、一例として、外部プローブアセンブリ１０のエンコ
ーダアセンブリ５２内にのみ位置しているものとして図示されている）の磁石（図示せず
）との間に働くので保持することができる。
【００３０】
　外部プローブアセンブリ１０のプローブ固定具２０およびエンコーダアセンブリ５２は
、構造２５０の各外部側壁に密接に接触する状態が、プローブ固定具２０およびエンコー
ダアセンブリ５２の側壁２０，５２の磁石ハウジングブラケット３０，３２，および６０
に位置する磁石ハウジング２８，６２の磁石４０，８０の吸着力によって保持される。シ
ャフトバー１６０に位置する磁石１７０は、エンコーダアセンブリ５２に位置する磁石８
０との間で反発力が作用するように配置される。このように、相互／外部吸着する磁気結
合の他に、エンコーダアセンブリ５２を、構造２５０の各側壁に向かって押す別の磁力を
用いる。プローブ固定磁石４０とエンコーダアセンブリ磁石８０との間の磁気吸着結合、
およびエンコーダアセンブリ磁石８０とシャフトバー磁石１７０との間の反発磁力が組み
合わされた影響を受けるエンコーダアセンブリはシャフト４２上を、軸受９０を介して移
動することにより、検査対象の構造２５０の幅の変化に合うように、そしてさらに、構造
２５０の側壁の表面凹凸、または他の表面デコボコの変化に合うように調整を行う。これ
により、内部／外部磁気結合が破壊される機会を大幅に減らすことができる。
【００３１】
　本開示の範囲および内容は、上記実施形態に限定されず、かつ範囲および内容に関して
、開示の実施形態を開示の主題および請求項の範囲および思想から逸脱しない範囲で変更
し、そして変形することができる態様を考慮に入れていると捉えられるべきであり、これ
らの変更および変形のうちの幾つかは上に記述されている。



(11) JP 2013-514532 A 2013.4.25

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(12) JP 2013-514532 A 2013.4.25

【図５】



(13) JP 2013-514532 A 2013.4.25

10

20

30

40

【国際調査報告】



(14) JP 2013-514532 A 2013.4.25

10

20

30

40



(15) JP 2013-514532 A 2013.4.25

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,
BG,BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,I
D,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO
,NZ,OM,PE,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,
ZA,ZM,ZW

(72)発明者  ケネディ，　ジェームズ，　シー．
            アメリカ合衆国　ワシントン　９８０５９，　レントン，　サウスイースト　１３８番　プレイス
            　１４９１３
(72)発明者  ブイ，　ヒエン　ティー．
            アメリカ合衆国　ワシントン　９８０５５，　レントン，　サウスイースト　１９５番　プレイス
            　１１４１１
Ｆターム(参考) 2G047 AA05  GA01  GA05  GA06 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

